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① 過去 100 年あまりの間にわたり原則的に不変であった、海洋領域における軍事戦略の
基本的な概念整理に関して考察を加え、以下の a～c という３点からなる新たな分析枠
組みを提示するとともに、その妥当性について明らかにする。 
a. 自国の海岸線からおおむね 1000 キロメートルから 2000 キロメートルまでの海域を
含む戦域レベルにおいて、海洋領域を通じ自国領土・領域に向けられる軍事的脅威を
拒否すること （領域拒否（area denial: AD）） 
b. 海上交通路（sea lines of communication: SLOC）たる海域において軍事的優位を獲
得するか、敵の軍事的優位を阻害すること （SLOC 防衛・妨害（SLOC defense / SLOC 
disruption: SD/SD）） 
c. 海洋領域から自国以外が占有する領域に対して軍事力を投射し、軍事的目標を達成す













領域において存在してきた。従来の海軍戦略では主として SD/SD と PP に基づく議論が

















この前提仮定のもと、「①米国の SD/SD 及び PP における優越と優先順位の変更」及び
「②米国の軍事的優越を受容するのか否か」という２つの独立変数、さらに「自国周辺に
強力な軍事的脅威が存在するのか否か」、あるいは「海洋領域における自国の権益拡大を
企図するのか否か」という影響因子を設定することにより、米国を除いた５カ国に関する、
合計８パターンの海洋領域における軍事戦略という従属変数を導くこととなる。 
この因果推論モデルにより、本論の分析対象以外の国家についても、海洋領域における
軍事戦略の分析が比較的容易かつ正確に実施可能となる。また、前提仮定が維持されるか
ぎり、近未来の海洋領域における主要国の軍事戦略の傾向分析に際し、ある程度の精度を
伴った予測を導くことが可能である。 
 
